
修士論文(要旨) 

2022年 1月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己決定理論に基づくワーク・モチベーション尺度日本語版の作成 

─因子的妥当性の検証─ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導 種市 康太郎 教授 

 

心理学研究科 

臨床心理学専攻 

220J4003 

内田 詩織 



 

 

Master’s Thesis(Abstract) 

January 2022 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Development of the Japanese Version of the Work Motivation Scale 

Based on Self-Determination Theory: Verification of Factorial Validity 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Shiori Uchida 

220J4003 

Master’s Program in Clinical Psychology 

Graduate School of Psychology 

J.F. Oberlin University 

Thesis Supervisor: Kotaro Taneichi 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

目次 

第 1 章 問題  .............................................................................................. 1 

1.1 はじめに  .......................................................................................... 1 

1.2 自己決定理論に基づく動機づけ理論について ....................................... 1 

1.2.1 自己決定理論の概要 .................................................................... 1 

1.2.2 有機的統合理論に基づく動機づけ尺度........................................... 4 

1.2.3 Multidimensional Work Motivation Scale ................................. 4 

 

第 2 章 目的 ............................................................................................... 7 

 

第 3 章 方法 ............................................................................................... 8 

3.1 調査対象及び期間 .............................................................................. 8 

3.2 調査手続き  ...................................................................................... 8 

3.3 調査用紙 ........................................................................................... 8 

3.4 分析方法 ........................................................................................... 9 

 

第 4 章 結果 ............................................................................................. 10 

4.1  要約統計量  ...................................................................................... 10 

4.2  確証的因子分析 ................................................................................ 11 

4.3 探索的因子分析 ................................................................................. 12 

4.4  相関分析 .......................................................................................... 13 

4.5  項目間の分析 ................................................................................... 14 

4.6 属性による比較 ................................................................................. 16 

 

第 5 章 考察 ............................................................................................. 23 

5.1  要約統計量に関する検討 ................................................................... 23 

5.2 確証的因子分析に関する検討 .............................................................. 23 

5.3 探索的因子分析に関する検討 .............................................................. 24 

5.4 相関分析に関する検討........................................................................ 24 

5.5  項目間の分析に関する検討 ................................................................ 25 

5.6 属性による比較に関する検討   ............................................................ 25 

 5.7 まとめと今後の課題 ........................................................................... 27 

 

謝辞 

引用文献 

資料 MWMS 日本語版の調査票 

 

 

 



1 

 

第 1 章 問題と目的 

就業動機の自律性を測定する尺度として,  Gagné et al. (2015)による多次元ワーク・モ

チベーション尺度(Multidimensional Work Motivation Scale: 以下, MWMS)がある.  

Gagné et al. (2015)の研究によって, MWMS は 7 言語に翻訳され, 9 か国のデータを用

いて尺度の信頼性・妥当性が検討されている. さらに, 各国で行われた収束的妥当性と弁

別的妥当性の検証から, MWMS は様々なワーク・モチベーションの先行要因や結果変数, 

心身の状態と関連があることが示されている(Gagné et al., 2015; Trépanier, Forest, 

Fernet & Austin, 2015).  

Gagné et al. (2015)の国際比較の結果から, MWMS は就業動機の自律性を測定する尺

度として, 日本国内においても適用可能であることが考えられる. しかし現在, 日本国内で

MWMS の開発は行われていない. そこで本研究は, MWMS 日本語版を作成し, その因子

的妥当性の検討することを目的として行う. 

 

第 2 章 方法 

国内在住の 15-64歳の正規雇用者 670 名, 非正規雇用者 330名の計 1000 名を対象とし, 

2020 年 11 月に Web 調査を実施した.  

使用尺度は, 筆者らが作成した MWMS 日本語版であった. 原著者(Gagné & Forest)か

ら尺度の翻訳許可を得て, MWMS 英語版(Gagné et al. , 2015)のバックトランスレーショ

ンを行い, MWMS 日本語版を作成した. 作成された MWMS 日本語版は, 無動機づけ(3 項

目),  外的調整(道具的調整 3 項目および社会的調整 3 項目),  取り入れ的調整(4 項目),  同

一化的調整(3 項目),  内発的動機づけ(3 項目)の計 7 因子 19 項目の調査票であった. これ

らの項目に対して”1. まったくあてはまらない”から”7. 完全にあてはまる”までの 7

件法で回答を求めた. 加えて, デモグラフィック変数として性別, 年齢などを調査した.  

分析には, 統計分析ソフト IBM SPSS Statistics Ver.27 および清水(2016)によるフリ

ーの統計分析ソフト HAD を用いた. MWMS 日本語版について, 次の 6 つの分析を行った.  

① 要約統計量(平均値および標準偏差)の算出および天井効果, 床効果の検討 

② 確証的因子分析(Gagné et al., 2015 によって示されている 7 因子モデルの検証) 

③ 探索的因子分析(5 因子・最尤法・プロマックス回転) 

④ 因子ごとの信頼性係数(Cronbach の α 係数)の算出および因子間の相関分析 

⑤ 因子ごとの項目間の相関分析 

⑥ 属性(雇用形態, 性別, 年代, 週あたりの労働時間, 非正規のみ非正規雇用を選択した理

由)による各因子の尺度得点の t 検定および一元配置分散分析  

 

第 3 章 結果および考察 

 要約統計量を算出したところ, 「無動機づけ」にあたる 3 項目に床効果がみられた. そ

の要因として, 「無動機づけ」には「”無”意味」といった, 程度を示す用語が項目の中

に含まれており, 回答が選択肢の中間より低い位置に集まった可能性が考えられる . この

点は,  海外版の尺度の項目の妥当性を含め, 今後も検討が必要である.  

確証的因子分析の結果 , χ 2(143)=1868.601, p<.001, CFI=.867, RMSEA=.110, 

GFI=.796, AGFI=.729, AIC=1962.601 であった. CFI は.90 を下回っており, RMSEA



2 

 

は.05 を上回っていたことから, 適合度は高くなかった. そこで, Gagné et al. (2015)の探

索的因子分析の結果を参考に, 探索的因子分析を行った結果, 「自律的動機づけ(内発的動

機づけと同一化的調整を合わせた因子)」 「取り入れ的調整」 「外的調整(道具的)」「外

的調整(社会的)」「無動機づけ」の 5 つの因子が抽出された. 信頼性係数(Cronbach の α

係数 )は , いずれも .70 を上回っていた . この結果は , Battistelli, Galletta, Odoardi, 

Núñez, & Ntalianis (2017)の研究と同様であった. Battistelli et al. (2017)は, 探索的因

子分析の結果を踏まえて確証的因子分析を行い, 「取り入れ的調整」「無動機づけ」の 2

因子に加えて , 高次因子の「自律的動機づけ」の下に一次因子として「同一化的調整」

「内発的動機づけ」があり，高次因子の「外的調整」の下に一次因子として「外的調整

(道具的)」「外的調整(社会的)」があるという，一次因子を含めた合計 8 因子のモデルを

見出している. このことから, MWMS 日本語版の因子構造は,  Gagné, et al. (2015)の 7

因子モデルと異なっている可能性が示唆された. 従って, 今後は MWMS 日本語版の項目

の選定を再度行うことに加え,  文化差の影響なども考慮しながら, MWMS 日本語版の因

子構造を検討していく必要があると考えられる.   

 Gagné, et al. (2015)のモデルの因子所属に基づき, 各因子の平均得点を算出し, 因子間

の相関分析を行った. 分析の結果, 概念的に隣接している因子ほど高い相関を示し, 概念的

に離れている因子ほど低い相関あるいは無相関を概ね示していた. 従って, MWMS 日本語

版の各因子の性質は, Gagné, et al. (2015)の研究結果を概ね反映していると考えられる. 

また, 信頼性係数(Cronbach の α 係数)についても, 「外的調整(道具的)」を除いた各因子

において α=.70 を上回っており, MWMS 日本語版の内的一貫性は十分に示されたと考え

られる. 

 因子ごとに項目間の相関分析を行ったところ, 全ての分析において有意な相関がみられ

た(いずれも p<.01). ただし, 「外的調整」の一部の項目間では相関係数がほとんどなく, 

内的整合性に課題がみられた. 従って, MWMS 日本語版において今後「外的調整」を 1 つ

の因子として扱う際には, 内的整合性に留意する必要があると考えられる.  

 属性による比較について, 性別, 年代, 非正規雇用を選択した理由(非正規のみ)の違いに

よって因子ごとの尺度得点に差がみられた. また, その内容は属性が持つ就業状況からあ

る程度説明可能な結果であった.   

今後は「ストレス要因」や「仕事の資源」などの職場環境要因との関連性, 「ストレス

反応」や「ワーク・エンゲイジメント」などの心身の状態や離職意向などとの関連性につ

いて検討を進めることで,  動機づけの機能や意味がより深く理解できると考えられる. ま

た, それらの関連性について他国との比較を行うことで, 日本人に特徴的なワーク・モチ

ベーションの様相を明らかにしていくことができると考えられる.   
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